
 

 

平成27年（2015年）産業連関表の概要 

 

１ 産業連関表の概要 

(1）産業連関表の構造 

ア 経済を構成する各産業は、相互に密接な取引関係を結びながら生産活動を行って

いる。そのため、ある財・サービスに需要が生じると、その需要に対応するために

当該財・サービスの生産が必要となり、生産活動を行うための原材料などの購入が

行われる。そして、原材料などに対する需要が発生することによって、また新たな

生産活動が必要となり、あたかも水面に投じた石が波紋を広げていくように、直接

又は間接に、他の産業に影響が及んでいく。 

また、生産活動が行われた結果として生じる付加価値の一部は、雇用者所得とし

て労働者に配分され、それが消費に回ることによっても、新たな需要を発生させる。 

産業連関表は、このような財・サービスの生産状況や、産業相互間及び産業と最

終需要（家計など）との間の取引状況などを、一定の地域（国全体、地方公共団体

など）における一定期間（通常は１年間）を対象として、参考図１のような行列形

式でまとめた加工統計である。言い換えれば、産業連関表は、各産業が相互に支え

合って社会が成り立っているという実態を、具体的な数値で見ることができるよう

にしたものということができる。 

 

１ 農 林 漁 業

２ 鉱 業

３ 製 造 業

・・・・

計　　　　D

雇 用 者 所 得

営 業 余 剰

・・・・

計　　　　E

 国内生産額　  D + E

中
 

間
 

投
 

入

粗
付
加
価
値

 
・

１
 

農
 

林
 

漁
 

業

 
計
　
　
　
B

２
　
鉱
　
　
　
業

産業連関表では、各部門とも、
「Ａ＋Ｂ－Ｃ＝Ｄ＋Ｅ」

となるように作表している。

 
在
　
　
　
　
庫

 
輸
　
　
　
　
出

C

中   間   需   要

 
・

 
計
　
　
　
A

輸
 
 

入

３
　
製
 

造
 

業

内生部門 外生部門

外
生
部
門

内
生
部
門

　　　　参考図１　産業連関表の概念図
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イ 産業連関表では、タテ方向の計数の並びを「列」という。各列では、その部門の

財・サービスの生産に当たって用いられた原材料、燃料、労働力などへの支払の内

訳（費用構成）が示されており、産業連関表では、これを「投入」（input）という。 

一方、ヨコ方向の計数の並びを「行」という。各行では、その部門で生産された

財・サービスの販売先の内訳（販路構成）が示されており、産業連関表では、これ

を「産出」（output）という。 

このため、産業連関表は、「投入産出表」（Input-Output Tables、略してＩ－Ｏ

表）とも呼ばれている。 

 

(2）産業連関表の利活用 

産業連関表は、多種多様な統計資料を用いて様々な産業部門を網羅する形で作成さ

れており、取引額の数値をそのまま読み取ることによって、対象年次の産業構造や産

業部門間の相互関係などの経済構造を総合的に把握することができるほか、取引額か

ら求められる各種係数を用いて経済波及効果等の分析ができるなど、経済政策等にお

ける重要な基礎資料として用いられている。また、内閣府が作成する「国民経済計算」

（統計法（平成19年法律第53号）に規定する「基幹統計」）の基準改定時における不

可欠な資料としても利用されている。 

   産業連関表は、このような利活用の重要性を踏まえ、国民経済計算と同様、「基幹

統計」として指定されている。 

 

(3) 産業連関表の作成体制・作成周期 

我が国の行政機関における産業連関表の歴史は、昭和26年（1951年）を対象とし

た表が複数の機関において、個別に作成されたことを始まりとするが、昭和30年（1955

年）を対象とした表以降は、関係府省庁の共同事業により、政府として統一的な産業

連関表を作成している。現在は、総務省、内閣府、金融庁、財務省、文部科学省、厚

生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省及び環境省の10府省庁による共同事

業として作成している。 

そして、関係府省庁の共同事業により初めて作成した昭和30年（1955年）産業連

関表以降、西暦の末尾が０又は５の年を対象に作成することを原則としてきたが、前

回作成した産業連関表は、重要な基礎資料となる経済センサス‐活動調査が平成23

年（2011年）を対象年次として実施されたことを受け、平成23年（2011年）を対象

とする表として作成した。今回は、同調査が平成27年（2015年）を対象年次として

実施されたため、原則どおり、平成27年（2015年）を対象とする表として作成した。 

 

 



 

 

２ 産業連関表として作成される主な統計表 

「産業連関表」として作成される統計表には様々なものがあるが、その中核となるの

が「取引基本表」であり、他の統計表は、取引基本表に基づいて作成される。そのため、

取引基本表を指して「産業連関表」と呼称することも少なくない（前記１(1)の参考図

１は、取引基本表の概念図を示したものである。）。 

そこで、ここでは、取引基本表と主要係数表である投入係数表及び逆行列係数表の関

係について、具体的な数値例を用いて示す。 

 

(1) 取引基本表 

「取引基本表」は、産業相互間や産業と最終需要（家計など）との間で取引された

財・サービスの金額を行列形式で表示したものである。 

例えば、参考表１の場合、Ａ産業をタテ（列）に見ると、原材料等の中間投入とし

てＡ産業から30億円、Ｂ産業から60億

円購入し、210億円の粗付加価値が加

わることで300億円の生産が行われた

ことを示している。一方、Ａ産業をヨ

コ（行）に見ると、生産額300億円の

うち、中間需要としてＡ産業に30億円、

Ｂ産業に150億円販売（産出）され、

残る120億円が最終需要として販売さ

れたことを示している。 

なお、取引基本表は、各部門とも、

タテの合計（投入額合計）とヨコの合計（産出額合計）が一致するように作成してい

る。参考表１では、Ａ産業については300億円、Ｂ産業については500億円で、タテ・

ヨコともに生産額は一致している。 

 

（2）投入係数表 

「投入係数」とは、取引基本表の中間需要の列部門ごとに、原材料等の投入額を当

該部門の生産額で除して得た係数である。例えば、参考表１のＡ産業について投入係

数を求めると、各投入額をＡ産業の生産額300億円で除したものとなり、参考表２のと

おり、Ａ産業が0.1、Ｂ産業が0.2、粗付加価値が0.7となる。 
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つまり、投入係数とは、ある産業

において１単位の生産を行う際に必

要とされる原材料等の単位を示した

ものであり、これを使用することに

より、取引基本表では金額で表され

ている産業間の取引関係を比率とし

て見ることが可能になる。この投入

係数を列部門別に一覧表にしたもの

が「投入係数表」であり、参考表１

から算出される投入係数表は、参考

表２のようなものとなる。 

 

（3）逆行列係数表 

ア 「逆行列係数」とは、ある部門に対して新たな最終需要（以下「新規需要」とい

う。）が１単位発生した場合に、当該部門の生産のために必要とされる（中間投入

される）財・サービスの需要を通して、各部門の生産がどれだけ発生するか、つま

り、直接・間接の生産波及の大きさを示す係数であり、その算出方法を踏まえ、数

学上の用語を用いて、このように呼称される。 

イ 例えば、参考図２のとおり、Ａ産業で生産する財・サービスに新規需要が１単位

発生した場合、Ａ産業の生産そのものを１単位増加させる必要があることは言うま

でもないが（直接効果）、そのためにはＡ産業における生産活動で用いられる原材

料の投入を増加させる必要があり、Ａ産業には0.1、Ｂ産業には0.2の生産増が発

生する（間接効果（第１次））。そして、このＡ産業0.1及びＢ産業0.2の生産増

のために用いられる原材料について、更なる生産の増加が必要となり（間接効果（第

２次））、このような投入係数を介した波及が続いていく。そして、この究極的な

大きさの総和が逆行列係数に相当し、これを産業別に一覧表にしたものが「逆行列

係数表」（参考表３）である。 

ウ このように、逆行列係数表は、特定部門の生産を１単位行うために、直接・間接

に必要とされる各部門の生産増加の水準が、最終的にどのくらいになるかを算出し

た表であることから、この表の列和は、当該部門に新規需要が１単位発生したとき

の産業全体への波及効果の合計に相当する。参考表３の例でいえば、Ａ産業に新規

需要が１単位発生した場合、産業全体で1.795の波及効果を生じさせることを表し

ている。 
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参考図２ 新規需要の発生に伴う生産の波及 

 

エ 参考表１からも分かるとおり、各行部門（ヨコ）の生産額は、財・サービスの生

産活動で必要とされる「中間需要」と消費や輸出などの「最終需要」の合計である。

しかし、中間需要として行われる取引も、究極的には、最終需要を満たすために行

われているものである。したがって、各部門の生産額は、全て最終需要によって誘

発されたものと考えることができ、逆行列係数に最終需要の額を乗じることで、最

終需要による生産誘発額を求めることができる。 

例えば、参考図３のとおり、Ａ産業の最終需要120億円によって、Ａ産業には直接

・間接に154億円（＝1.282×120億円）、Ｂ産業には62億円（＝0.513×120億円）

の生産が誘発され、またＢ産業の最終需要190億円によって、Ａ産業には146億円 

（＝0.769×190億円）、Ｂ産業には438億円（＝2.308

×190億円）の生産が誘発される。この結果として、

Ａ産業では300億円（＝154億円＋146億円）、Ｂ産業

では500億円（＝62億円＋438億円）の生産が行われる

こととなり、参考表１の生産額に一致する。 

 

→A産業： 1 A: 0.1 A: 0.01 A: 0.001 ・・・
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　↑
    B産業への
    波及合計 ＝       ０．２＋（０．０２  ＋  ０．１）＋（０．００２ ＋ ０．０１ ＋ ０．０１２ ＋ ０．０５）＋ ・・・ ＝ ０．５１３
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↑
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１単位発生

投入係数（参考表２）を介し、新
たな生産活動に波及する。

↓

Ａ産業の生産活動を１単位行う
ためには、Ａ産業自身から0.1、Ｂ
産業から0.2の原材料等の投入が
必要。

Ｂ産業の生産活動を１単位行う
ためには、Ａ産業から0.3、Ｂ産業
自身から0.5の原材料等の投入が
必要。

A  産  業 B  産  業

A  産  業 1.282 0.769

B  産  業 0.513 2.308

列　　 和 1.795 3.077
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参考図３ 最終需要による生産誘発 
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３ 平成27年（2015年）産業連関表の基本フレーム 

平成27年（2015年）産業連関表（以下「平成27年表」という。また、他の年次の産業

連関表についても、同様に「平成○年表」と表記する。）は、次に掲げる概念設定等に

基づいて作成している。 

(1) 対象期間及び記録の時点 

平成27年（2015年）１月から12月までの１年間における我が国での財・サービス（以

下「商品」という。）の生産活動や取引を対象とした。 

また、原則として、生産活動及び取引が実際に行われた時点で記録する「発生主義」

を採った。 

(2) 評価方法 

取引活動の大きさは、金額で評価した。 

このうち、国内取引については、実際に取引された価格（注1）に基づく評価である。 

また、輸出入品の価格評価は、普通貿易の輸入品はＣＩＦ価格、普通貿易の輸出品

はＦＯＢ価格による評価である（注2）。 

(3) 産業連関表の基本構造 

ア 産業連関表は、〔行〕商品×〔列〕アクティビティ（又は商品）の表として作成

した（後記(4)ア(ｱ)を参照）。 

イ 各取引額に商業マージン及び国内貨物運賃を含まない生産者価格評価表（注3）と、

各取引額に商業マージン及び国内貨物運賃を含めた購入者価格評価表を作成した。 

ウ 実際に取引される額の大きさを的確に表すため、各取引額は消費税を含めた額で

表しており、その納税額については、粗付加価値部門の間接税に含めている。 

(4) 部門分類 

ア 部門分類の原則 

(ｱ) 産業連関表を構成する部門のうち、行部門（ヨコ）は、商品の販路構成を表す

部門であることから、原則として商品により分類した。一方、列部門（タテ）は、

生産活動ごとの費用構成を表すものであることから、原則として「生産活動単位」、

いわゆるアクティビティ・ベース（注4）により分類した。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
（注1） 価格の評価方法には、このほかに取引先や取引形態にかかわらず、商品ごとに単一の価格を設定して評価する方法も

ある。 
（注2） ＣＩＦ(cost insurance and freight)価格とは、我が国に至るまでの国際貨物運賃及び保険料が含まれた価格（輸

入時点の価格）を意味する。ＦＯＢ(free on board）価格とは、国内の工場から輸出するための空港・港湾に至るま

での国内流通に要した商業マージン及び国内貨物運賃を含んだ価格（輸出時点の価格）を意味する。つまり、輸出入と

も、いわゆる「水際」の価格で評価している。 
（注3） 生産者価格評価表では、商品が流通する際に発生した商業マージン及び国内貨物運賃は、それぞれ商業部門及び運輸

部門に一括計上している。 
（注4） 一つのアクティビティが一つの商品に対応する部門については、列部門についても商品による分類となっている。 



 

 

(ｲ) 産業連関表を表す上で最も詳細な分類である「基本分類」については、前記(ｱ)

による分類のほか、国際連合統計委員会から示された国民経済計算体系（以下「Ｓ

ＮＡ」という。）との整合性を図るため、「生産活動主体」による分類機能も持

たせた。 

   生産活動主体分類は、提供する商品の市場性を勘案して、次のとおり、基本分

類の名称末尾に★印を付す方法により区分した。 

・「★★」は、「非市場生産者（一般政府）」 

・「★」は、「非市場生産者（対家計民間非営利団体）」  

・無印は、「市場生産者」 

イ 基本分類及び統合分類 

(ｱ) 分類の体系 

基本分類は、〔行〕509部門×〔列〕391部門とした（注5）。 

統合分類は、この基本分類に基づき、活動内容が類似した分類を統合したもの

であり、統合小分類（187分類）、統合中分類（107分類）及び統合大分類（37分

類）を設けた。また、産業連関表の説明用ひな型として13部門分類を設けた。 

（参考）部門分類数の推移について 

今回の平成27年表、前回表（平成23年表）及び前々回表（平成17年表）における基本分類及び統

合分類の部門分類数の推移は、参考表４のとおりである。 

 

参考表４ 部門分類数の推移 

 平成17年表 平成23年表 平成27年表 

(1)基本分類  （行） 

（列） 

520 

407 

518 

397 

509 

391 

(2)統合小分類 190 190 187 

(3)統合中分類 108 108 107 

(4)統合大分類 34 37 37 

(ｲ) 部門分類の見直し 

平成27年表の部門分類について、主な見直しは、次のとおりである。 

a  基本分類 

・「保育所」 

  平成23年表における「社会福祉（国公立）★★」、「社会福祉（非営利）

★」及び「社会福祉（産業）」部門から分割し「保育所」部門を新設した。 

・「飲食店」及び「持ち帰り・配達飲食サービス」 

  平成23年表における「飲食サービス」部門を、「飲食店」部門及び「持ち

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
（注5） 産業連関表は、内生部門、粗付加価値部門及び最終需要部門から構成され、それぞれに部門を設けているが、産業連

関表の大きさを表す部門数については、内生部門の行及び列の部門数をもって表しており、粗付加価値部門及び最終需

要部門の部門数は含まれていない。 



 

 

帰り・配達飲食サービス」部門に分割した。 

b  統合分類 

・「学校給食」 

  平成23年表では統合分類「製造業」に含まれていた「学校給食」部門を統

合分類「教育」に変更した。 

ウ 最終需要部門と粗付加価値部門 

原則として、国民経済計算と整合性のとれた分類とした。 

ただし、投入係数の安定性などの観点から、家計外消費支出を最終需要部門及び

粗付加価値部門に設定している。また、輸入品を国産品と同一水準で評価し、各取

引額を明らかにするために、関税及び輸入品商品税を粗付加価値部門ではなく、最

終需要部門（輸入計の一部）に設定している（後記５を参照）。 

平成27年表においては、平成23年表において「家計外消費支出」部門に含まれて

いた娯楽・スポーツ費を「雇用者所得」部門に含める変更を行った。また、「調整

項」部門について、部門自体は削除し、調整項相当額を各部門の取引額から控除せ

ず、輸出部門に計上する変更を行った。 

(5) 特殊な取扱い 

ア 帰属計算（注6） 

次の内容について帰属計算を行った。 

① 金融仲介サービス 

② 生命保険及び損害保険の保険サービス 

③ 持家住宅及び給与住宅に係る住宅賃貸料 

イ 仮設部門の設定 

産業連関表の内生部門は、商品又はアクティビティに基づき設定したが、その中

には、次に掲げるとおり、独立した一つの産業部門とは考えられないものが含まれ

ている。これらは、産業連関表の作成・利用上の便宜等を考慮して「仮設部門」と

して設けたものである。なお、仮設部門には粗付加価値額は計上しない。 

① 鉄屑、非鉄金属屑及び古紙 

② 自家輸送（旅客及び貨物自動車） 

③ 事務用品 

ウ 物品賃貸業の取扱い 

「使用者主義」と「所有者主義」の二つの考え方が適用できる物品賃貸業につい

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
（注6） 具体的な取引は行われていないものの、実質的な効用が発生し受益者が存在している場合、又は生産活動や取引の大

きさを直接計測できない場合に、類似の商品に係る市場価格で評価する等の方法により記録する方法をいう。 



 

 

ては、「所有者主義」（注7）により推計した。また、「不動産賃貸業」及び「労働者

派遣サービス」についても、「所有者主義」で推計した。 

(6) 2008ＳＮＡへの対応 

産業連関表は、ＳＮＡとの整合性を図るため、その概念を段階的に取り入れている。 

平成27年表では、2008ＳＮＡの概念を順次取り入れる。主なものは次のとおりであ

る。 

ア 研究開発の固定資本としての計上 

 平成27年表において、当期に生産された研究開発について、平成23年表まで主に

内生部門や一般政府最終消費支出、対家計民間非営利団体消費支出とされていたこ

とを変更し、国内総固定資本形成（公的）、国内総固定資本形成（民間）に計上し

た。従来は、当期に生産された研究開発は各部門において中間投入等されていたが、

これに代わり過去から蓄積されたストックとしての研究開発資産から発生する資本

減耗引当を付加価値として計上した。資本減耗引当は、恒久棚卸法により、欧州な

ど諸外国の動向も踏まえ、平均使用年数９～15年の定率法で推計した。 

イ 仲介貿易 

 国際収支統計における「仲介貿易商品」の正の輸出及び負の輸出の合計額を、コ

スト商業として「卸売」部門の「輸出（特殊貿易）」部門に一括して計上し、国内

生産額に含めた。 

ウ 所有権移転費用の扱いの精緻化 

 「不動産仲介・管理業」部門のうち、売買仲介手数料に当たる生産額は、国内総

固定資本形成に産出した。 

エ 雇用者ストックオプション及び確定給付型企業年金の受給権 

  株式購入権の新規付与額を推計し、「その他の給与及び手当」部門に計上した。 

また、雇用者所得のうち、「社会保険料（雇用主負担）」部門に含めていた厚生

年金基金並びに「その他の給与及び手当」部門に含めていた厚生年金基金の上乗せ

給付に係る掛金及び確定給付企業年金への掛金に替えて、確定給付型企業年金に係

る勤務費用相当分及び当該年金制度運用に係る費用（年金制度の手数料）を「その

他の給与及び手当」部門に含めた。 

オ ディーラー・マージン 

 「民間金融（手数料）」部門の生産額に、暗黙の手数料を含めた。基礎統計の制

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         
（注7）「使用者主義」とは、物品を使用した部門（使用者）に経費を計上する考え方である。この場合、賃借を受けた物品

に係る経費の一切を、物品を使用した部門に計上することとなり、賃貸活動は、部門として成り立たない。これに対し

て、「所有者主義」とは、物品を所有する部門（所有者）に、その経費等を計上する考え方であり、物品賃貸収入の総

額が物品賃貸部門の生産額となり、各生産部門は物品賃貸料（支払）を物品賃貸部門からの中間投入として計上する。 



 

 

約から、国際収支統計で捕捉される海外との債券売買に係るマージン分のみを対象

とした。 

カ 防衛装備品支出の国内総固定資本形成及び原材料在庫純増への計上 

 防衛省の戦車や排水トン表示船舶等については、産出先として「国内総固定資本

形成（公的）」部門に計上した。 

また、１回限り使用される弾薬類の純増分を「原材料在庫純増」部門に計上した。 

キ 定型保証 

住宅ローン保証等の定型保証について、「受取保証料＋財産運用純益－債務肩代

わり」の計算式により生産額を求め、「損害保険」部門の生産額に含めた。 

ク 中央銀行の産出 

 生産額から手数料収入を除く部分（非市場産出分）の配分先を、従来の金融部門

から「公務（中央）★★」部門の中間投入に変更することにより、生産費用の合計

から算出する「公務（中央）★★」部門の国内生産額は増加し、この増加分は、「中

央政府集合的消費支出」部門に記録した。 

ケ 政府手数料 

平成23年表では〔行〕「間接税（関税・輸入品商品税を除く。）」部門に含まれ

ていた政府手数料（強制的手数料、電波利用料収入料及び許可料（道路整備特別会

計））を〔行〕「公務（中央）★★」部門及び〔行〕「公務（地方）★★」部門に

含めた。 

コ 建設補修の一部（建築物リフォーム・リニューアル工事）の国内総固定資本形成

への計上 

 建築物リフォーム・リニューアル調査の結果を考慮し、建築に係る「建設補修」

部門の産出のうち、建築物の維持・修理については中間消費、機能向上や耐用年数

の向上を伴う改装・改修については国内総固定資本形成に計上した。 

  



 

 

４ 産業連関表を用いた分析を行う際の主な注意点 

投入係数や逆行列係数を用いることにより、経済波及効果の推計等の分析が可能であ

るが、分析の実施及び分析結果の解釈に当たっては、次のような点に注意が必要である。 

(1) 新規需要額の設定 

経済波及効果等の推計を行う際に、まず必要となるのは、新たに発生すると想定さ

れる需要額の設定であるが、これは、産業連関表とは別に、各分析者が自らの判断で

設定するものである。産業連関表は、このように設定された需要額を基にして、経済

波及効果等を計算するための言わば「関数」である。したがって、需要額の設定によ

って、分析結果は大きく異なる可能性がある。 

(2) 経済波及効果が達成される時期 

産業連関表を用いた分析に時間的な概念はなく、経済波及効果がいつの時点で達成

されるかまでは明確にされない。 

(3) 波及の中断等 

次に掲げるような場合には、波及の中断等により、短期的には、分析結果ほどの効

果が生じない場合がある。 

ア 発生した需要が生産能力を超えている場合、実際には、対応可能な範囲での生産

増にとどまる場合がある。 

イ 過剰在庫を抱えている部門においては、需要の発生に対し、過剰在庫の放出で対

応するなど、新たな生産に直結しない場合がある。 

ウ 需要が増加しても、現状の人員による時間外勤務の増加などで対応した場合、雇

用増には結びつかない場合がある。 

  



 

 

５ 産業連関表と国民経済計算の作成上の主な相違点 

産業連関表は、従前から、ＳＮＡにおいて示された概念を順次取り入れてきている。

平成27年表では、2008ＳＮＡの概念を順次取り入れる（前記３(6)を参照）。一方、「国

民経済計算」（内閣府作成）においても、ＳＮＡの概念を踏まえた作成がなされている

が、両者の間には、例えば、次に掲げるような作成上の相違点がある。なお、国民経済

計算は、現在、平成28年に行われた平成23年基準改定に沿った推計が行われており、産

業連関表の数値と単純に比較することができないことにも注意を要する。 

(1) 家計外消費支出 

国民経済計算では、家計外消費支出を、企業が生産活動や取引を行う上で直接必要

となる営業経費であるとして、内生部門に格付けている。 

しかし、産業連関表では、家計外消費支出について、一般的な原材料のように、生

産活動を行う上で一定の比率で投入されるわけではないと考えられること、これを外

生化することにより、内生部門の投入係数が一層安定的になると考えられることなど

の理由から、外生部門（最終需要部門及び粗付加価値部門）に位置付けている。 

(2) 事務用品、自家輸送 

産業連関表では、作成・分析上の観点から、「事務用品」、「自家輸送（旅客自動

車）」及び「自家輸送（貨物自動車）」を部門として設けている。一方、国民経済計

算では、事務用品及び自家輸送が部門として設けられておらず、産業連関表において

計上されているこれらの部門の金額は、他の部門に割り振られている。 

(3) 対外取引 

ア 要素所得 

産業連関表及び国民経済計算並びにこれらの推計基礎資料の一つである国際収支

統計における対外取引の範囲は、参考図４に示すとおりである。国民経済計算では、

海外からの要素所得（雇用者報酬など）の受取と海外への要素所得の支払が含まれ

ているが、産業連関表は「国内概念」であるため、これらを含まない。 

イ 関税及び輸入品商品税 

産業連関表では、関税及び輸入品商品税を輸入部門に計上しており、各商品の輸

入額にこれらを付加した額を輸入計として扱っている。一方、国民経済計算では、

関税及び輸入品商品税は「生産・輸入品に課される税」として扱われ、粗付加価値

部門に一括計上されている。 

ウ 輸出入品価格 

産業連関表では、輸出品の価格はＦＯＢ価格、輸入品の価格はＣＩＦ価格（前記

３(2)の脚注を参照）で評価しているが、国民経済計算では、輸出品、輸入品ともに

ＦＯＢ価格で評価されている。 



 

 

【産業連関表】 【国民経済計算】

雇用者所得 雇用者報酬

営業余剰 営業余剰・混合所得

資本減耗引当 固定資本減耗

間接税（関税・輸入品商品税を除く。） 生産・輸入品に課される税

（控除）経常補助金 （控除）補助金

民間消費支出 民間最終消費支出

輸出 財貨・サービスの輸出

(控除）輸入 財貨・サービスの輸入

一般政府消費支出 政府最終消費支出

国内総固定資本形成 総固定資本形成

在庫純増 在庫変動

＜粗付加価値＞ ＜国内総生産（生産側）＞

＜最終需要＞ ＜国内総生産（支出側）＞

エ 産業財産権等使用料 

産業連関表では、産業財産権等使用料の受払について、記録の対象外としている

が、国民経済計算では、サービスの純輸出に計上している。 

参考図４ 国際収支統計、国民経済計算及び産業連関表の対外取引の対象範囲 

 

(4) 消費税（投資控除） 

産業連関表においては、内生部門・外生部門とも、各取引額は消費税込みの価格で

統一して表示しているが、国民経済計算では、我が国の消費税制度が前段階課税分の

控除を認めていることを踏まえ、投資に係る消費税額についてのみ投資額から一括控

除している（修正グロス方式という。産業間の取引、家計や政府等の消費については、

税込のままである。）。 

なお、納税額については、産業連関表及び国民経済計算ともに間接税部門（国民経

済計算では「生産・輸入品に課される税」）に含まれている。 

(5) 最終需要部門と粗付加価値部門の名称 

最終需要部門及び粗付加価値部門の名

称については、右のような対応関係があ

る（「家計外消費支出」については、前

記(1)を参照）。 

 

 

 

 

産業財産
権等使用

料

著作権等
使用料

在日米軍の
日本人給与

建設

財産所得
産業財産
権等使用

料

在日米軍の
日本人給与

賃貸料 建設

（注１）　産業連関表の特殊貿易及び直接購入には、一部、財が含まれる。
（注２）　この図は、国際収支マニュアル第６版（ＢＰＭ６）に準拠した国際収支統計、平成23年基準の国民経済計算及び平成27年の取引基本表の関
　　　　係を示したもの。国際収支統計（ＢＰＭ６準拠）では、2014年以降について、サービス収支にＦＩＳＩＭを計上しているが、国民経済計算の
　　　　定義範囲の相違や、過去の計数の利用可能でない等から、国民経済計算では独自にＦＩＳＩＭの海外取引を推計し、サービスの輸出に記録す
　　　　るとともに、投資所得（利子）の調整を行っている。また、取引基本表においても、独自にＦＩＳＩＭの海外取引を推計し、特殊貿易に記録
　　　　する。

投資所得

財貨・サービスの純輸出 海外からのその他の
経常移転（純）

産業連関表
（取引基本表）

貿易

対象としない　普通
貿易

特殊
貿易

直接
購入

国民経済計算

財貨 サービス 雇用者報酬

国際収支統計

経常収支

貿易・サービス収支 第一次所得収支

第二次所得収支
貿易収支 サービス収支

雇用者
報酬

投資収
益

その他
第一次
所得

経常対外収支

海外からの所得の純受取


